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第４章 居住誘導 
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４-１ 居住誘導の考え方 

４-１-１ 居住誘導区域とは 

居住誘導区域とは、都市再生特別措置法第81条第2項第2号において「都市の居住者の居住を誘

導すべき区域」とされています。また、第8版都市計画運用指針（平成28年（2016年）9月改訂版 

国土交通省）では、以下のとおり記載されています。 

（第8版都市計画運用指針） 

【居住誘導区域の基本的な考え方】 

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持すること

により、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域で

ある。このため、居住誘導区域は、都市全体における人口や土地利用、交通や財政の現状及

び将来の見通しを勘案しつつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地域に

おける公共投資や公共公益施設の維持運営などの都市経営が効果的に行われるよう定めるべ

きである。 

【居住誘導区域を定めることが考えられる区域】 

居住誘導区域を定めることが考えられる区域として、以下が考えられる。 

ア 都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域 

イ 都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることがで

き、都市の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域 

ウ 合併前の旧町村の中心等、都市機能や居住が一定程度集積している区域 

 

４-１-２ 居住誘導区域の設定方針 

上越市都市計画マスタープランにおける将来都市構造 立地適正化計画での居住誘導 

  

居住誘導区域 

誘導重点区域(第6章) 

資料：上越市都市計画マスタープランを基に作成 
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Ａ．利便性の高い地域 

 

Ｂ．拠点性の高い人口集積地域 

Ｃ．現況で高い人口密度を有する地域 

Ｅ．主要道路沿いで多様な移動手段

があり効率よく暮らせる生活基盤が

整った地域 

区域設定の視点 

Ｄ．既に基盤整備が行われている地域 

一定水準以上の公共交通が徒歩で利用できる

区域 

新たな公共投資を必要としない居住環境が整っ

た、将来にわたって居住を促進する区域 

現に人口及び都市機能の集積があり今後ともこ

れらの集積を生かして居住を推進する区域 

面（コンパクト） 

線（ネットワーク） 

基盤整備 

居住誘導を検討する区域の考え方 

（Ａ～Ｅのいずれかに該当する区域） 

居住に適さない区域 

（ａ～ｅのいずれかに該当する区域） 
区域設定の視点 

ｂ．工業系用途地域 

ａ．災害の危険性のある地域 

ｃ．居住制限地域 

ｄ．未利用地 

工業の業務の利便性を図る区域 

特別用途地区、地区計画のうち条例により住宅

の建築が制限されている区域 

過去に住宅地化を進めたものの居住の集積が

実現せず、空地等が散在している区域 

災害防止の観点から、含めるべきではない区域 

ｅ．大規模施設用地 
工場、倉庫、防衛施設用地などの日常生活サ

ービスに寄与しない大規模施設用地 

居住誘導区域の設定 （居住誘導を検討する区域－居住に適さない区域） 

ただし、一団の区域とならない飛び地状の区域は除く 

居住誘導区域の設定にあたっては、「人口の動向」、「土地利用の状況」、「公共交通の利便

性」、「防災」という4つの項目に着目し、基本的な考え方を示します。 

上越市では、以下の検討フローに沿い、居住誘導区域を設定します。居住誘導区域は、「居住

誘導を検討する区域」から「居住に適さない区域」を除き設定します。 
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４-２ 現状把握、分析 

４-２-１ 人口動向 

①人口の状況 

500ｍメッシュの人口分布を現状（平成22年（2010年））と平成52年（2040年）で比較する

と、以下のような状況が把握されます。 

・高田駅周辺・直江津駅周辺などの中心市街地で大きく人口が減少すると予測されています。 

・春日山駅周辺は、高田駅周辺・直江津駅周辺と比べて人口の変動は少ないと予測されていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（平成25年（2013年）3月推計）を基に作成） 

図－メッシュ別人口の推計 
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②地区別人口密度の状況 

メッシュ別の人口推計から拠点別の1km圏内、

1km～2km圏の人口密度を算出してみると、以下

のような状況が把握されます。 

・高田駅周辺・直江津駅周辺などの中心市街地 

 を中心に低密化が進行し、高田駅周辺以外で 

は、1km圏内においても将来人口密度が 

40人/haを下回ります。 

・高田駅周辺・直江津駅周辺では、拠点1km圏内 

の2～3割減少、1km～2km圏では1～2割減少 

します。 

・春日山駅周辺では、高田駅周辺・直江津駅周 

 辺と比べて1km圏内及び1km～2km圏は微減程度 

です。 

 

 

 

 

 

 

     （国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（平成25年（2013年）3月推計）を基に作成） 

 

表－地区別人口密度推計 （単位：人/ha） 

地区名 
地区の中心から1km圏内 地区の中心から1km～2km圏 

2010年 2040年 2010年 2040年 

高田 46.5  33.0 （29.0％減） 40.8  33.5 （17.9％減） 

春日山 43.3  41.7 （3.7％減） 32.7  31.5 （3.7％減） 

直江津 44.4  34.9 （21.4％減） 37.2  32.9 （11.6％減） 

上越妙高 17.2  14.5 （15.7％減） 36.0  27.8 （22.8％減） 

大潟 20.4  15.9 （22.1％減） 13.7  11.3 （17.5％減） 

上越IC周辺 33.5  33.6 （0.3％増） 35.9  32.4 （9.7％減） 

（カッコ内は平成22年（2010年）から平成52年（2040年）の増減率を表す） 

 

③人口・人口密度に関わる課題 

■上越市では、特に高田駅周辺、直江津駅周辺の旧来からの中心市街地において人口が減少す

ると予測されています。これを放置すると生活サービス施設の撤退等が進行して利便性が低

下し、さらに人口減少を招く「負のスパイラル」が懸念されます。 

■これを防ぐため、今後は居住を積極的に誘導するべき区域を定め、その区域内に人々の居住

を誘導していくことが必要です。 

各地区ごとの人口密度推計の考え方
※ベース図は2010年メッシュ別人口密度

それぞれの
拠点の中心
から1km圏

それぞれの拠点
1km圏の外側で
中心から2km圏

拠点から1km

拠点から2km
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４-２-２ 高齢化の推計と課題 

①高齢化の状況と将来の見込み 

500ｍメッシュの高齢人口を現状（平成22年（2010年））と平成52年（2040年）で比較する

と、以下のような状況が把握されます。 

・高田駅周辺・直江津駅周辺では既に高齢化が進んでいます。そのため将来的には高齢者は減少

する見込みです。 

・一方、現状の高齢化率が低い春日山駅周辺では今後高齢人口が大きく増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（平成25年（2013年）3月推計）を基に作成） 

図－メッシュ別高齢化の動向 

 

②高齢化に関わる課題 

■上越市では、高田・直江津駅周辺の旧市街地において既に高齢化が進展しています。さらに

将来的には春日山駅周辺の比較的新しい市街地においても高齢化が進展するとみられます。 

■自ら自動車を運転することが困難となった高齢者でも元気に出歩くことができ、また、介護

が必要になった高齢者でも地域でサポートを受けながら安心して暮らしていけることができ

るよう、生活に必要なサービスが身近にあるまちにしていくことが必要です。 
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４-２-３ DID区域（人口集中地区）の現状と変遷 

直江津駅及び高田駅周辺

は、昭和35年（1960年）から

DID地区が形成されており、そ

の後その周辺へとDID地区が拡

大しています。春日山駅周辺

では平成12年（2000年）から

DID地区が形成されており、平

成17年（2005年）以降は、春

日山駅周辺、高田駅周辺の市

街化区域の縁辺部で土地区画

整理事業地区や小規模な住宅

系宅地開発が行われた地区な

どでDID地区の拡大がみられま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土数値情報、国勢調査 

図－ＤＩＤ地区の変遷 

 

 

４-２-４ 都市構造分析 

ここでは、市街地の構造を分析するため、「4-1-2居住誘導区域の設定方針」（P30）で示した

それぞれの区域の広がりを整理します。 

 

  



３６ 

A．利便性の高い地域 一定水準以上の公共交通が徒歩で利用できる区域 

線（ネットワーク） 居住誘導を検討する区域 

①-１ 公共交通が徒歩で利用できる区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な考え方】 （公共交通政策と連携した圏域） 

 鉄道駅から800mの圏域 

 ピーク時運行本数片道１時間あたり3本以上のバス停から300mの圏域 

 拠点間幹線道路バス停から300ｍの圏域 

【参考】 

・鉄道駅、バス停の徒歩圏域は「都市構造

の評価に関するハンドブック」を参考に

それぞれ800m、300mに設定します。 

・バス運行本数については、「都市再構築

戦略事業」の「中心拠点区域」設定の要

件のひとつであるピーク時運行本数片道1

時間あたり3本以上に設定します。 

【利便性の高い公共交通沿線の地域】 
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B．拠点性の高い人口集積地域 

C．現況で高い人口密度を有する地域 

D．既に基盤整備が行われている地域 

現に人口及び都市機能の集積があり今後とも 

これらの集積を生かして居住を推進する区域 

面（コンパクト） 
居住誘導を検討する区域 

①-２ 現に人口及び都市機能の集積がある区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【昭和55年（1980年）DID地区、 

【昭和55年（1980年）人口集中地区、平成22年

（2010年）人口密度が60人/ha以上の区域】 

【参考「第8版都市計画運用指針」】 

・都市計画運用指針では、住宅用地の

人口密度を「土地利用密度の低い地

域であっても1ha当たり60人以上と

することを基本とすることが望まし

い。」としています。 

【具体的な考え方】 

 昭和55年（1980年）DID地区（人口集中地区） 

 既に高密度の人口集積のある区域（平成22年（2010年）人口密度が60人/ha以

上） 
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「拠点性の高い人口集積地域」を昭和５５年（１９８０年：旧14市町村の計）ＤＩＤ地区とした理由】 

■昭和46年（1971年）上越市発足後の人口ピークは昭和60年（1985年）ですが、昭和55年

（1980年）の人口もピークとほぼ同等です。（図１） 

■一方、DID地区（人口集中地区）内の人口は昭和55年（1980年）に一旦ピークを迎え、その

後、平成12年（2000年）以降にDID人口は大きく増加します。平成12年（2000年）以降の

DID人口の増加は主に春日山駅周辺をDID地区としたことに伴う増加であり、人口密度でみ

れば一貫して減り続けています。（図２） 

■このため、上越市発足後の実質的な人口集積のピークは昭和55年（1980年）と判断できま

す。 
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E．主要道路沿いで多様な移動手段が

あり効率よく暮らせる生活基盤が整

った地域 

新たな公共投資を必要としない居住環境が整っ

た、将来にわたって居住を促進する区域 

基盤整備 

参考：地区計画のイメージ 

居住誘導を検討する区域 

①-３ 新たな公共投資を必要としない居住環境の整った区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な考え方】 

 土地区画整理事業区域 1ha以上の大規模宅地開発区域 

 良好な居住環境の形成を目的とした地区計画を定めている地区 

【土地区画整理事業区域、1ha以上の 

大規模宅地開発、地区計画（住居系）の区域】 
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【参考】 

居住誘導を検討する区域 ：3,762ha 

市街化区域面積       ：4,475ha 

（市街化区域面積割合 84.2%） 

①-４ 居住誘導を検討する区域の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導を検討する区域（Ａ～Ｅのいずれかに該当する区域） 
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②-１ 災害の危険性のある地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：「第8版都市計画運用指針」】 

３）次に掲げる区域については、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべきである。 

ア 土砂災害特別警戒区域 

イ 津波災害特別警戒区域 

ウ 災害危険区域（２）イに掲げる区域を除く。） 

エ 地すべり等防止法（昭和33年（1958年）法律第30号）第3条第

1項に規定する地すべり防止区域 

オ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年

（1969年）法律第57号）第3条第1項に規定する急傾斜地崩壊危

険区域 

ａ．災害の危険性のある地域 災害防止の観点から、含めるべきではない区域 

居住に適さない区域 

【土砂災害特別警戒区域】 

【具体的な考え方】 

 土砂災害特別警戒区域 

本市の市街化区域内には 

該当区域なし 

資料：新潟県 
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②-１ 災害の危険性のある地域 

 

 

  

【浸水想定区域（家屋倒壊等氾濫想定区域）】 

【参考：「第8版都市計画運用指針」】 

4) 次に掲げる区域については、それぞれの

区域の災害リスク、警戒避難体制の整備

状況、災害を防止し、又は軽減するため

の施設の整備状況や整備見込み等を総合

的に勘案し、居住を誘導することが適当

ではないと判断される場合は、原則とし

て、居住誘導区域に含まないこととすべ

きである。 

ウ 水防法第14条第1項に規定する浸水想

定区域 

ａ．災害の危険性のある地域 災害防止の観点から、含めるべきではない区域 

居住に適さない区域 

【具体的な考え方】 

 浸水想定区域（家屋倒壊等氾濫想定区域） 



４３ 

b．工業系用途地域 工業の業務の利便性を図る区域 

居住に適さない区域 

【具体的な考え方】 

 工業専用地域、工業地域、臨港地区 

【工業専用地域、工業地域、臨港地区】 

【参考：「第8版都市計画運用指針」】 

５）次に掲げる区域を居住誘導区域に含め

ることについては慎重に判断を行うこと

が望ましい。 

ア 法第8条第1項第1号に規定する用途地

域のうち工業専用地域、同項第13号に

規定する流通業務地区等、法令により

住宅の建築が制限されている区域 

②-２ 将来的な住宅地等の開発が見込まれない区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４４ 

c．居住制限地域 
特別用途地区、地区計画のうち条例により住宅の建築が制限さ

れている区域 

居住に適さない区域 

【具体的な考え方】 

 条例は制定していないが、地区計画により居住を制限している地区 

【地区計画（居住制限区域）】 

【参考：「第8版都市計画運用指針」】 

５）次に掲げる区域を居住誘導区域に含め

ることについては慎重に判断を行うこと

が望ましい。 

イ 法第8条第1項第2号に規定する特別用

途地区、同法第12条の4第1項第1号に規

定する地区計画等のうち、条例により

住宅の建築が制限されている区域 

②-３ 住宅の建築が制限されている区域 
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②-４ 居住の集積が実現していない区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

d．未利用地 
過去に住宅地化を進めたものの居住の集積が実現せず、空地等

が散在している区域 

居住に適さない区域 

【参考：「第8版都市計画運用指針」】 

５）次に掲げる区域を居住誘導区域に含め

ることについては慎重に判断を行うこと

が望ましい。 

ウ 過去に住宅地化を進めたものの居住

の集積が実現せず、空地等が散在して

いる区域であって、人口等の将来見通

しを勘案して今後は居住の誘導を図る

べきではないと市町村が判断する区域 

【具体的な考え方】 

 将来宅地化の見込みのない2ha以上の未利用地 

【将来宅地化の見込みのない２ha以上の未利用地】 



４６ 

②-５ 日常生活サービスに寄与しない大規模施設用地 

 

 

 

  【具体的な考え方】 

 2ha以上のまとまりのある大規模施設用地（工場、倉庫、防衛施設用地、処理場等） 

ｅ．大規模施設用地 
工場、倉庫、防衛施設用地などの日常生活サービスに寄与しな

い大規模施設用地 

居住に適さない区域 

【２ha以上のまとまりのある大規模施設用地】 



４７ 

４-３ 居住誘導区域 

４-３-１ 居住誘導区域のイメージ 

都市構造の解析を踏まえ、都市再生特別措置法第81条第2項第2号による居住誘導区域の設定に

あたり、本市におけるイメージを整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2ha以上の
大規模施設用地

一団の区域と
ならない

飛び地状の区域

居住誘導を検討する区域 

（Ａ～Ｅのいずれかに 

該当する区域） 

居住に適さない区域 

（ａ～ｅのいずれかに 

該当する区域） 

 

居住誘導区域 

 
マイナス イコール 



４８ 

 

【参考：居住誘導区域の規模】 

市街化区域面積 4,475ha 

居住誘導区域面積 3,258ha 

市街化区域面積割合 73% 

 

４-３-２ 居住誘導区域の設定 

居住誘導区域を以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導を検討する区域 

3,762ha 

居住に適さない区域 

504ha 

居住誘導区域 

3,258ha 
マイナス イコール 

居住誘導区域図 


